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本論文は､これまでのわが国の自動車流通において4つの課題を設定し､その課題を明らかにす
ることを目的に史的研究としてまとめたものである｡その課題とは以下の4つである｡
1)なぜわが国の自動車流通においては専売(排他的)チャネルが採用されたのか
2)なぜ同じ自動車メーカー(以下｢メーカー｣と略)でありながら､マーケティング･チャネル
を複数展開する必要があっちのか
3)なぜ自動車需要拡大期には複数マーケティング･チャネルを展開し､需要の頭打ちが見られる
と一部メーカーはマーケティング.チャネル数を削減するのか
4)わが国の自動車流通においてはその参加者であるメーカー､流通業者間で｢相互利益論｣が成
立するのか
これら4つの課題を明らかにするため､まず第Ⅰ部では､第Ⅱ部以降のわが国における自動車流
通の史的展開を考察するにあたり､その史的研究の分析基礎として市場と企業の問題､その中間に
おける中間組織の問題､製造業者と顧客(ユーザー)を結ぶチャネル概念の整理､これまでの伝統
的なチャネル研究を概観した｡そして最近の新しいチャネル理論と位置づけられるパワ-･コンフ
リクト論を超えた長期継続的なチャネル関係を重視する研究の重要性を指摘した｡第1章｢市場と
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企業(組織)の狭間における最適解を求めて｣では､これまでの企業理論を概観し､ Coase以降､
経済学で主張されてきた取引費用理論を中心に取り上げた｡第2章｢市場と組織の間における中間
組織｣では､市場と組織の境界問題の浮上背景から中間組織の存在意義､わが国における中間組織
とその特徴､継続的取引のためには中間組織という存在の利用が有効なことを確認した｡第3章
｢チャネル概念の再検討｣では､流通壬ヤネルとマーケティング･チャネルの相違を明確化するこ
とを念頭に置き､チャネル研究の歴史を辿り､多くのチャネル概念を整理し､両者の相違を明確に
した｡第4章｢伝統的チャネル研究とその展開｣では､伝統的なチャネル研究は､チャネル構造の
選択･管理が前提とされており､チャネル構造の選択が大規模製造業者を中心に行われてきたこと
を取り上げ､チャネルに影響を及ぼすさまざまなパワーを中心に考察した｡第5章｢チャネル研究
の新潮流と長期継続的関係の重要性｣では､パワー･コンフリクト論を超えた新しいチャネル論を
取り上げ､マーケティング･チャネル研究における統御問題､取引特定的投資と防衛､そして､パ
ワー･コンフリクト論から長期協力的関係形成による関係参加者への成果を考察した｡第6章｢マー
ケティング･チャネル研究における『相互利益論』的視角の導入｣では､ 4章､ 5章で取り上げた
ことをもとに､現在では長期継続的関係を重視する方向に軸足が移動してきたことを明確にし､こ
れまで｢流通系列化｣としてとらえられてきた部分を｢事業システム｣ととらえ直した｡その上で､
これまでのように自動車は｢流通系列化｣され､一方的なメーカーによる流通業者を統制するとい
う視座ではなく､メーカー流通業者も最終顧客にさまざまな価値を提供することによって相互に利
益を得るという｢相互利益論｣の視座により､観察することを宣言した｡これら第Ⅰ部の研究基礎
が､続いて第Ⅱ部､第Ⅲ部､第Ⅳ部での分析基礎となっている｡
第Ⅱ部では､他の製品と比較した上でのわが国の自動車流通の特徴は､ ｢専売チャネル｣と｢複
数マーケティング･チャネル｣が採用されていることであり､第Ⅱ部の各章を通して､専売チャネ
ルの構築､確立の過程を辿ることで､本論文の課題である1) ｢なぜわが国の自動車流通において
は専売チャネルが採用されたのか｣に取り組んだ｡まず第7章｢わが国におけるアメリカ系メーカー
進出以前の自動車販売｣では､自動車開発からわが国での自動車の販売開始時期を中心に焦点を当
てた｡第8章｢1920年代におけるアメリカ系2杜のわが国での自動車販売｣では､アメリカにおい
てフォード､ GMの2社がマーケティング･チャネルを構築し､チャネル政策を実施しはじめたこ
とを整理し､日本フォードと日本GMの2社によるわが国でのマーケティング政策を中心として
取り上げ､現在の専売制へとつながる契機を検討した｡第9章｢わが国自動車メーカーによる専売
チャネルの形成｣では､第二次世界大戦以前のわが国メーカーのマーケティング･チャネル政策の
開始など､現在の専売制へとつながる背景を考察した｡第10章｢1930年代のわが国における自動車
流通チャネル｣では､わが国で事業活動を行ってきたアメリカ系2社が､生産縮小に追い込まれ､
その間隙を縫うかのようにわが国メーカーがアメリカ系2社のマーケティング･チャネルを転換し
た状況､やがて戦時体制による配給制へと移行する中で､国策会社にまとめられ､専売制が解消さ
れた経緯を取り上げた｡第11章｢第二次世界大戦直後の自動車流通(1)｣では､第二次世界大戦で
の敗戦により､ GHQによるわが国の自動車を中心とした対日産業政策を取り上げ､戦前のように
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各メーカーの専売チャネル構築に至る状況でのさまざまな機関の動きを考察した｡第12章｢第二次
世界大戦直後の自動車流通(2)｣では､前章で取り上げたさまざまな関係を考慮しながら､各メー
カーが1930年代後半に専売チャネルを構築したように､戦後の専売チャネルの再起動を中心に考察
した｡第II部を通して､わが国のメーカーが専売制を採用したのは､アメリカ系2社のマーケティ
ングをそのまま引き継いだ方がスムーズであったためであり､戦後復活した背景には自動車という
製品特性(価格､技術)が背景にあったことが明確になった｡特に修理や車検などのサービスも担
当する流通業者にはこの影響が大きく､専売チャネルが採用されたといえる｡
第Ⅲ部では､ ｢複数マーケティング･チャネル｣の構築とその展開を中心に取り上げ､本論文の
課題である2) ｢なぜ同じ自動車メーカー(以下｢メーカー｣と略)でありながら､マーケティン
グ･チャネルを複数展開する必要があったのか｣に取り組んだ｡第13章｢朝鮮戦争から貿易自由化
時期における自動車産業の環境｣では､ 1950年の朝鮮戦争により､産業としての成立も危ぶまれた
わが国の自動車産業が朝鮮戦争による特需により､成長へのきっかけを掴んだ状況､経済成長に伴
う自動車需要の変化､そして販売量増加を展望する上で､複数マーケティング･チャネルの構築が
必要となった背景を取り上げた｡第14章｢わが国のモータリゼーション発展期における自動車メー
カーのマーケティング政策｣では､ 1950年代後半から60年代にかけてのわが国のモータリゼーショ
ン発展期における特に需要変化を中心に考察し､各メーカーの複数マーケティング･チャネルが意
味を持つ政策であったことを確認した｡第15章｢1960年代半ばから70年代の自動車メーカーのマー
ケティング･チャネル政策｣では､トヨタによる複数マーケティング･チャネルの積極的展開を中
心に考察した｡第16章｢わが国市場における石油ショック後の自動車メーカーのマーケティング展
開｣では､トヨタを中心に販売面での対応としてメーカーによる積極的なディーラー支援などを中
心に考察した｡第17章｢1960年代半ばから80年代における自動車メーカーのマーケティング･チャ
ネル政策｣では､チャレンジャー､フォロワー･メーカーの積極的な複数マーケティング.チャネ
ル政策を考察した｡第Ⅲ部を通して､複数マーケティング･チャネルを展開したのは､顧客の選択
肢を広げるために車種を増加させただけではなく､販売拠点としてのディーラー店舗を増加させ､
接点を増やす必要があったためである｡また､同じメーカーのディーラー同士が健全な競争をする
ことにより､市場全体の拡大が期待できたという背景があったことが明確になった｡
第Ⅳ部では､ ｢専売チャネル｣ ｢複数マーケティング･チャネル｣の変化を取り上げ､本論文の課
題である3) ｢なぜ自動車需要拡大期には複数マーケティング･チャネルを展開し､需要の頭打ち
が見られると一部メーカーはマーケティング･チャネル数を削減するのか｣を中心に検討した｡第
18章｢石油ショック後から1980年代における自動車販売｣では､石油ショックによる自動車需要の
急激な落ち込みから新たな購買刺激によるマーケティング啄策を中心に､顧客の意識や経済状況変
化を確認した｡第19章｢1990年代における自動車流通における問題と胎動｣では､いわゆるバブル
経済崩壊後の自動車流通における乱みを中心に､これまでの自動車流通を振り返り､さまざまな取
引慣行や流通系列化として､どちらかといえば｢影｣の部分として取り上げられてきた問題を検討
し､わが国自動車流通において､他の製品にはない特徴とされてきた複数マーケティングチャネル
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の負の面を考察した｡第20章｢21世紀におけるわが国の新しい自動車流通の形態｣では､メーカ-
と流通業者の新しい関係を念頭に置きながら､段階的なマーケティング･チャネルの削減､さらに
は一本化の経緯を辿った｡第Ⅳ部を通して､需要が頭打ちになると､市場拡大期とは異なりそれほ
ど拠点数が必要なく､顧客の自動車に対する意識も､移動手段や生活の一部となっていることから､
拠点数の削減へと動いていることが明確になった｡さらに製品性能の向上により､修理などサービ
スの必要性の減少やディ-ラ-の経営(直営､地場資本ともに)上の問題など､チャネル数の削減
にはさまざまな背景が存在することが明確になった｡
以上のように第Ⅰ部を研究基盤として､第Ⅱ部､第Ⅲ部､第Ⅳ部では､課題のうち1)から3)
について明らかにされたが､ 4) ｢わが国の自動車流通においてはその参加者であるメーカー､流
通業者間で｢相互利益論｣が成立するのか｣については､ ｢成立する｣と結論づけられよう｡これ
までのわが国の自動車流通では｢流通系列化｣が強調され､チャネルにおいては｢対立｣が前提と
され､理解しようとした研究が圧倒的であった｡しかし､ ｢対立的｣な視座により自動車流通を考
察するのではなく､顧客の価値を最大にするためにチャネル参加者は相互に何らかの利益を生み出
してきた関係であったことは､歴史を振り返る場面では多々観察された｡一時的には相互の利益は
反することも見られたが､長期間に亘ってわが国で自動車流通が行われ､市場を拡大し､成熟期と
いう段階を迎えたという事実は､たいていの場合､各チャネル参加者が｢協調｣したからであり､
｢相互利益論｣が成立してきたといえる｡このような視座により､自動車流通だけではなく他製品
の流通を考察することができれば､これまでとは異なった流通研究が可能となるであろう｡
論文審査結果の要旨
本論文は､これまでの我が国の自動車流通について､専売チャネルの採用､マーケティング･チャ
ネルの複数展開､需要飽和に伴うチャネルの削減､およびメーカーと流通業者の間の相互利益関係
の成立､の4つの課題を中心に史的研究としてまとめたものである｡
これら4つの課題を明らかにするために､まず第Ⅰ部では､以降の我が国における自動車流通の
史的展開を考察するにあたり､その分析基礎として市場と企業の問題､その中間における中間組織
の問題､メーカーと顧客を結ぶチャネル概念､及び伝統的なチャネル研究を概観し､さらに最近の
パワー･コンフリクト論を超えた長期継続的なチャネル関係を重視する研究の重要性を指摘する｡
次いで第Ⅱ部では､他の製品と比較したわが国自動車流通の特徴として｢専売チャネル｣と｢複
数マーケティング･チャネル｣の採用が指摘され､まず最初にわが国の自動車開発から販売開始時
期を中心にして､専売チャネルの構築と確立の過程を歴史的に辿る｡その結果として､わが国のメー
カーが専売制を採用したのは､アメリカ系2杜のマーケティングをそのままスムーズに引き継ぎ､
また戦後復活期には修理や車検などを流通業者が担当してきたことの影響が大きいことを明らかに
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する｡
第Ⅲ部では､需要拡大期を中心に複数マーケティング･チャネルの構築とその展開過程を取り上
げる｡史的分析を通して､複数チャネルを展開したのは､顧客の選択肢を広げるために車種を増加
させただけでなく､販売拠点としてのディーラー店舗を増加させ､接点を増やす必要があったこと
を指摘する｡
最後に第IV部では､需要の飽和に伴うマーケティング･チャネル数の削減の過程を取り上げ､拠
点数の必要性､顧客の自動車にたいする意識の変化､製品性能の向上による修理等のサービスの減
少､ディーラーの経営上の問題などの複数の要因が､チャネル数の削減に影響したことを明らかに
している｡さらに全体の史的分析を通して､メーカーと流通業者の間には｢対立｣よりも､むしろ
｢相互利益｣の関係が成立してきたことを結論として主張している｡
本論文の特徴は､これまで｢流通系列化｣の概念のもとで､本格的に分析される機会が少なかっ
た自動車業界の流通チャネルを歴史に即して極めて撤密に分析している点にある｡また考察を通し
て､自動車流通業者は必ずしもメーカーに一方的に従属していたわけではなく､むしろ双方が相互
に利益を分ちあう関係にあったことを明らかにしていることも大きな貢献といえる｡こうした主張
は､学界においてさらに議論を要する大問題ではあるが､筆者の研究が､学界の研究の空自分野を
埋め､これまでの通説に一石を投じるインパクトをもつことは評価に値する｡よって本論文は､博
士の学位を授与するにふさわしい内容であると判断される｡
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